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令和 2年度 5月補正予算 

＜付議案件綴及び同説明資料綴（その 2）＞ 

 

                                             １，９１９，６４１千円 

（債務負担行為   ２７，０００千円） 

 
 

 

（歳 出）                               １，８６１，５６２千円 

（債務負担行為 ２０，０００千円） 

 

○は現計予算  ●は債務負担行為の設定 

◆ 新型コロナウイルス感染症への対応（感染拡大の防止） 

【事業費 ２２７，３９６千円】                 

 ＜市民及び民間施設に対する感染拡大防止のための支援＞ 

○ 医療的ケアを必要とする方及び障害者福祉施設等へのエタノールの配布に要する経費 

8,381千円 

 

○ 自宅待機要請者への日用品等の置き配による支援「自宅療養応援パック」の委託 

3,874千円 

 

○ 妊婦へのマスクの配布に要する経費                  2,933千円 

 

○ 児童福祉施設等へのマスク、消毒液等の配布に要する経費        14,641千円 

 

○ 医療的ケア児のための障害児通所支援事業所へのタクシー券の配布に要する経費 

5,208千円 

 

 ＜民間施設における対策への補助＞ 

○ 介護施設等の多床室の個室化に要する改修費に対する補助に要する経費  74,328千円 

 

○ 児童福祉施設等におけるマスク、消毒液等の購入費の補助に要する経費  63,079千円 

 

 

 ＜市の施設における対策＞ 

○ 子ども相談所における空間除菌消臭機の購入に要する経費        2,999千円 

 

○ 幼稚園で使用するマスク、消毒液等の購入に要する経費          580 千円 

全 会 計 

一 般 会 計 
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 ＜電話相談体制の整備＞ 

○ 「帰国者・接触者相談センター」での電話相談対応にあたる人材派遣委託 17,199千円 

 

○ 新型コロナウイルス感染症に関する夜間電話相談対応の委託        2,106千円 

 

 ＜検査・医療体制の整備＞ 

○ 医療用防護服の購入に要する経費                   23,068千円 

 

〇 PCR検査に用いる試薬の購入に要する経費                9,000千円 

 

  

◆ 新型コロナウイルス感染症への対応（市民生活の支援ほか） 

【事業費 １，４９４，８６３千円】                 

 

○ 住宅確保給付金について新型コロナウイルス感染症の影響により収入が 

減少した人も対象となったことによる所要増等             49,070千円 

 

○ 介護施設等へのタブレット端末機の貸し出しに要する経費        2,146千円 

 

○ 子育て世帯への臨時特別給付金の給付に要する経費         1,104,197千円 

 

○ 小中学校の休校による放課後デイサービス等の利用増に伴う事業所への 

給付及び利用者負担の補助に要する経費                 339,450千円 

 

 

 

○ 海外へ転出した場合に引き続きマイナンバーの使用を可能とするための 

システム改修に要する経費                      36,960千円 

 

○ 中学校給食センター方式導入に伴う配膳室等改修に係る調査に要する経費 8,210千円 

 

○● インフレスライド条項の適用に伴う工事費等の所要増         47,172千円 

【債務負担行為の設定:令和 2年度～令和 4年度】        （限度額 1,000千円） 

 

 

○● 人材派遣業務に係る契約単価の変更による委託料の所要増       38,162千円 

【債務負担行為の設定:令和 2年度～令和 3年度】        （限度額 19,000千円） 

◆ その他                     【事業費 １３９，３０３千円】 

（債務負担行為 ２０，０００千円）                 
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○ 人材派遣業務に係る契約単価の変更に伴う、特別会計への繰出金の所要増  8,799千円 

国民健康保険事業特別会計へ繰出        7,722千円 

介護保険事業特別会計へ繰出       429千円 

後期高齢者医療事業特別会計へ繰出    648千円 

 

（歳 入）                                １，８６１，５６２千円 

 

○ 国庫支出金                            1,513,784千円 

・生活困窮者自立支援相談支援事業費等負担金   36,802千円 

・感染症予防事業費負担金             9,652千円 

・感染症発生動向調査事業費負担金        16,034千円 

・児童手当費負担金               1,104,197千円 

・障害児施設措置費負担金            159,826千円 

・社会保障・税番号制度システム整備費補助金   18,870千円 

・生活困窮者就労準備支援事業費等補助金      1,695千円 

・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金    74,328千円 

・障害者総合支援事業費補助金           5,587千円 

・児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金   12,287千円 

・放課後等デイサービス支援事業補助金      15,460千円 

・保育対策総合支援事業費補助金          57,000千円 

・母子保健衛生費補助金              1,466千円 

・教育支援体制整備事業費交付金           580千円 

 

○ 府支出金                      110,650 千円 

・障害児通所給付費負担金            62,337千円 

・放課後等デイサービス支援事業補助金      43,797千円 

・国勢調査事務委託金               4,516千円 

 

○ 繰入金                         237,128 千円 

・財政調整基金繰入金              147,387千円 

・地域福祉推進基金繰入金             89,741千円 
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◇ 国民健康保険事業特別会計 

（歳 出）                                   ７，７２２千円 

（債務負担行為 ５，０００千円） 

 

○● 人材派遣業務に係る契約単価の変更による委託料の所要増    7,722千円 

【債務負担行為の設定:令和 2年度～令和 3年度】    （限度額 5,000千円） 

 

（歳 入）                                   ７，７２２千円 

 

○ 繰入金                            7,722千円 

 

◇ 介護保険事業特別会計 

（歳 出）                                  ４９，７０９千円 

（債務負担行為 １，０００千円） 

 

○ 介護給付費国庫負担金等に係る還付金             49,000千円 

 

○● 人材派遣業務に係る契約単価の変更による委託料の所要増     709千円 

【債務負担行為の設定:令和 2年度～令和 3年度】    （限度額 1,000千円） 

 

（歳 入）                                 ４９，７０９千円 

 

○ 介護保険料                          81千円 

 

○ 国庫支出金                          133千円 

 

○ 府支出金                            66千円 

 

○ 繰入金                             429千円 

 

○ 繰越金                               49,000千円 

 

特 別 会 計 
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◇ 後期高齢者医療事業特別会計 

（歳 出）                                     ６４８千円 

（債務負担行為 １，０００千円） 

 

○● 人材派遣業務に係る契約単価の変更による委託料の所要増    648千円 

【債務負担行為の設定:令和 2年度～令和 3年度】    （限度額 1,000千円） 

 

（歳 入）                                    ６４８千円 

 

○ 繰入金                              648千円 

 

 

※繰越の報告 

◇水道事業会計 

  令和元年度建設改良費予算繰越の報告             1,318,610千円 

 

◇下水道事業会計 

令和元年度建設改良費予算繰越の報告                  6,669,205千円 

令和元年度事故繰越の報告                   3,600千円 

企 業 会 計 


